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	◎改善はかる国公の臨時･非常勤

公務労協・公務員連絡会は、臨時・非常勤職員の雇用安定と処遇改善に向けて取り組んできています。この間、国家公務員の臨時・非常勤職員については、日々雇用職員制度の廃止、育児休業・介護休業制度の適用など着実に処遇改善がはかられてきています。

◎地方には60万人の臨職･非常勤

地方自治体では、国が示した集中改革プランにより、正規職員を大幅削減する一方で、住民サービスを維持するために、臨時・非常勤職員を恒常的な業務にまで勤務させてきました。その数は全国で６０万人を超え、もはや地方行政の重要な担い手となっています。しかし、その実態は９割が年収200万円未満で「官製ワーキングプア」と呼ばれるような劣悪な賃金・労働条件となっています。


	
	津別町職は、臨時職員の処遇改善に向け

１月の交渉で一部の職種の賃金改善をは0かりました。今年も交渉を継続します。
◎臨時･非常勤は道内でも急増

2009年に実施した自治労組織基本調査によると、北海道内の自治体に任用されている臨時・非常勤・嘱託・パート職員数は28,358人におよんでおり、その内の約21,000名が女性です。

社会全体で「格差社会」の是正が強く求められており、自治体の臨時・非常勤職員の処遇改善は重要な課題です。　

自治労・公務員連絡会は、すべての臨時・非常勤職員の処遇改善・均等待遇を求めて、「200万人署名」を取り組んでいます。自治労はこの署名で目標を130万筆としています。北海道本部は、組合員一人５名の署名を目標としています。








組合活動中の組合員・家族の事故やケガ及び一年間を通じた住宅災害等の保障を行います。

【 保障内容 （スクラム共済Ｅ型）0】 
	組合活動中の保障

（組合員・家族・来賓）
	傷害
	死亡見舞金
	3,000,000

	
	
	後遺障害見舞金
	3,000,000

	
	
	入院見舞金（～151日）
	５日単位
	3,000～480,000

	
	
	退院見舞金（～61日）
	５日単位
	1,500～105,000

	
	
	手術見舞金（最高）
	120,000

	
	特定疾病
	死亡見舞金
	2,000,000

	
	
	後遺障害見舞金
	2,000,000

	
	
	入院見舞金（～151日）
	５日単位
	1,500～240,000

	
	
	退院見舞金（～61日）
	５日単位
	750～52,500

	
	
	手術見舞金
	40,000

	
	賠償責任
	対人
	20,000,000

	
	
	対物
	20,000,000

	
	
	保管財物の賠償（免責１万円）
	2,000,000

	全組合員対象
	死亡弔慰金
	組合員
	交通災害による死亡
	100,000

	
	
	
	不良の事故による死亡
	100,000

	
	
	配偶者
	100,000

	
	組合員の重度
傷害見舞金
	交通事故による重度傷害
	100,000

	
	
	不慮の事故による重度障害
	100,000

	
	住宅災害
見舞金
	火災等
	全焼損（70％以上）
	800,000

	
	
	
	半焼損（20％以上）
	720,000以内

	
	
	
	一部焼損（20％未満）
	240,000以内

	
	
	自然災害

（風水害）
	全壊（70％以上）
	240,000

	
	
	
	半壊（20％以上）
	120,000

	
	
	
	一部壊
	24,000以内

	
	
	
	床上浸水
	120,000以内

	
	
	自然災害
	全壊（70％以上）
	80,000

	
	
	（地震）
	半壊（20％以上）
	40,000

	
	
	
	一部壊
	8,000以内

	
	
	住宅災害による同居親族の死亡
	80,000















































































































































































































庁舎以外でご用のある方は書記長の山田（商工観光）へ午前中に連絡をください。























冠婚葬祭をはじめ、急にお金が必要になったときの生活資金の貸付けです





① 金　　額　　　５万円まで貸付け（なお委員長が必要と認めればこの限りではありません）


② 利　　息　　　無利子


③ 返　　済　　　返済計画を申込時に確認。通常、賃金・手当日を返済日とし担当者へ持参。


④ 手 続 き　　　迫田書記次長（産業課）へお申し込みください。














１　非常勤職員の諸手当支給制限に関する法律改正（地方自治法第203条の２および第204条）し、諸手当を支給できる制度とすること。


２　パート労働法の趣旨が地方公務員の臨時・非常勤職員にも適用されるよう法整備を進めること。





支会を通じ「署名用紙」配布中／５月１８日（水）までに支会長にご提出願います




















　　　　　　　


























津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


